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抄録

関西経済は、１９７０年代以来、長期にわたり停滞が続いている。本稿では、将来推計人口の 新の結

果を踏まえ、関西経済の２０３０年度までの中長期的な経済見通しを示す。また関西経済の供給面の課題

として人口減少と女性および高齢者の有業率が低いという点を取り上げ、経済に対する負の影響を関

西版成長戦略により食い止めることができるのかについて検討する。足下の経済状況が続くベースラ

インケースでは関西シェアの下落は免れない。また成長を実現するにしても、達成時期が遅れたりそ

の後の改善が継続的でなければ、関西シェアは下落する。関西経済が安定的かつ持続的な成長を実現

するためには、労働力の確保や生産性の改善を不断に進めなければならない。
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Abstract
Since the １９７０s, the economy of the Kansai region of Japan has remained stagnant. This paper 

will forecast the medium to long-term economic growth of the Kansai economy through ２０３０. 

In terms of the supply side of the Kansai economy, we highlight the declining population and 

the low employment rate of women and the elderly.　We also investigate if the negative impact 

on the economy can be mitigated through the Kansai growth strategy.　In the baseline case 

where the current economic situation remains unchanged, the decline in the Kansai economy 

along with that of the whole country is inevitable.　Even if economic growth is realized, if the achieve-

ment of targets is delayed, or improvement is not continuous, the Kansai economy’s share of the 

national economy will decline.　Therefore, securing labor and improving productivity are necessary 

for the stable and sustainable growth of the Kansai economy.
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１．は じ め に

関西は、首都圏とともに日本経済の成長エンジ

ンとなることが期待される地域でありながら、長

期にわたり停滞が続いている。内閣府『県民経済

計算』によると、国内総生産に占める関西経済の

シェアは１９７０年代には２０％弱であったが、その後

は下落が続き、足下では１６％を下回っている。こ

うした状況に対して、関西の経済界は２０１６年に関

西の成長戦略として提言をまとめた�。提言では、

数値目標として２０２０年度の関西の名目域内総生産

（以下 GRP と記す）１００兆円の達成を掲げている。

しかし目標期限まであと２年と迫っているものの、

著しい経済成長は見られず、名目 GRP １００兆円は

未達となるのがほぼ確実な状況である�。さらに

後述するように、国立社会保障・人口問題研究所

による 新の人口予測では、関西の人口減少ペー

スは全国平均よりも急速であると見込まれている。

人口減少はマクロ経済的に見れば労働投入量の減

少を意味し、関西経済への負の影響は避けられな

い。関西経済は現状のままで推移すれば、日本経

済の成長エンジンどころか、ますます影響力を失

いかねない。

そこで本稿では、将来推計人口の 新の結果を

踏まえ、関西経済の２０３０年度までのいわば中長期

的な経済見通しを示す。また関西経済の供給面の

課題として人口減少と女性および高齢者の有業率

が低いという点を取り上げ、経済に対する負の影

響を関西版成長戦略により食い止めることができ

るのかについて検討する。なお本稿における関西

とは、大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県、

和歌山県の２府４県を指す。

中長期の経済見通しを取り扱った先行研究とし

て、全国を対象としたものはこれまでに数多く存

在する。山澤（２０１２）では、２０５０年までの日本経

済の見通しが示されている。予測手法として本稿

と同じく生産関数アプローチが用いられている。

また女性や高齢者の労働力を活用するケースのシ

ミュレーションが行われている点も、本稿と共通

している。また日本経済研究センター（２０１８）の

ように、各種シンクタンクが公表している中期予

測レポートなどもある。

しかしこれらの予測はいずれも日本経済全体を

対象としたものである。本稿のように、特定の地

域経済における中長期の見通しを示した研究は、

筆者が携わった稲田・入江（２０１６）および同（２０１７）

を除くと、あまり見られないものである。稲田・

入江（２０１６）および同（２０１７）では、関西経済を

対象として２０２０年までの予測を示しており、関西

財界が目標とする１００兆円経済の実現可能性につ

いて検証している。本稿は、稲田・入江（２０１６）

および同（２０１７）での論考を拡張するもので、２０３０

年まで予測期間を延長し、特に供給面に着目して

課題を提示し検証している。

本稿の構成は以下の通りである。まず２節で、

関西の成長戦略の策定にあたってベースとなった

政府の成長戦略の 新版について概観する。また

政府による 新の経済見通しを示す。政府による

経済見通しは、関西経済の対全国シェアを推計す

る際の比較対象となる。次に３節では、中長期的

に関西経済で起こると見込まれる出来事を紹介し、

さらに関西経済の課題として人口見通しと女性・

高齢者の有業率について取り上げる。そして４節

で、関西経済の中期展望として、本稿での分析手

法の概要を述べた上で、足下の経済状況で推移す

るベースラインケースと、有業率の改善と生産性

の上昇を仮定した成長実現ケースのシミュレーショ

ン結果を示す。 後に５節では、むすびとしてま

とめと今後の課題を挙げている。

２．政府の成長戦略と日本経済の中長期試算

本節では、関西の成長戦略の策定のベースとなっ

た政府の成長戦略と、政府による 新の経済見通

しを概観する。

政府は２０１８年６月１５日に「経済財政運営と改革

の基本方針２０１８（骨太の方針）」および「未来投

資戦略２０１８」を閣議決定した。両方針では、女性
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や高齢者、外国人の社会参加を促す「働き方改革」

や「人づくり革命」、IoT、ビッグデータ、AI な

どの技術革新による「生産性革命」が柱となって

おり、供給面の強化に重点が置かれている。これ

らの施策により、政府はデフレ脱却と実質２％程

度、名目３％程度を上回る経済成長の実現、６００

兆円経済の実現を目指している。

また政府は 新の経済見通しとして、２０１８年７

月に「中長期の経済財政に関する試算」（以下、

内閣府中長期試算と記す）を公表した。ここでは

２０２７年度までのマクロ経済および財政の将来予測

を示している。試算では、経済が足下の潜在成長

率並みで推移するベースラインケースと、「骨太

の方針」および「未来投資戦略２０１８」における施

策の効果が着実に発現する成長実現ケースの２通

りのシナリオが示されている。２つのシナリオは、

全要素生産性、有業率、世界経済見通しの前提の

想定がそれぞれ異なる。それぞれのシナリオにつ

いて、２０２７年度までの実質 GDP 成長率と名目 GDP 

の推移を図１に示した。

直近となる２０１７年度の値は、実質 GDP 成長率

が約１.６％、名目 GDP は約５５０兆円である。先行

きについて、足下の経済状況のまま推移するベー

スラインケースでは、実質 GDP 成長率は２０２０年

度以降１％台前半にとどまると予測されている。

また名目 GDP が６００兆円を超えるのは２０２２年度

で、２０２７年度には６５８.７兆円に達すると見込まれて

いる。一方、成長実現ケースでは、２０２３年度以降

の実質 GDP 成長率は２％台となる。また名目 GDP 

水準は２０２１年度に６０７.２兆円となり、ベースライン

より１年早く目標の６００兆円を達成し、２０２７年度

には７４３.９兆円に達する。

 

３．関西経済の未来年表と将来の課題

次に、関西経済における中長期的な展望と課題

について検討しよう。まず近未来に関西経済で起

こると見込まれる出来事を整理する。次に、関西

経済の中長期的な課題として、２０１５年国勢調査に

基づく 新の人口見通しを紹介する。また関西で

は女性の有業率が低いことも課題として指摘され

ている�。そこで女性と高齢者の有業率について、

新の統計により確認しておく。

３�１　関西経済の未来年表

関西経済の将来見通しを試算するに先立って、

中長期的に関西経済で起こると見込まれる出来事

について整理しておく。関西経済の将来について

需要面に着目すると、未確定要素はあるとはいえ、

―　　―３

入江：供給面からみた中長期の関西経済に関する試算

（出所）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（２０１８年７
月９日経済財政諮問会議提出資料）より作成

図１　内閣府中長期試算における経済見通し

（実質 GDP 成長率）

（名目 GDP）



多くのイベントが予定されている。表１は、日本

経済・関西経済で近未来に起こる出来事について、

時系列に沿って年表の形でまとめたものである。

表１からわかるように、２０２０年代から３０年代に

かけて、関西では新名神高速道路やなにわ筋線、

リニア中央新幹線といった大規模な交通インフラ

整備が予定されている。また大型イベントも数多

く開催される見通しである。本稿執筆時点では未

決定であるが、２０２５年の万博開催地が大阪に決定

すれば、関西経済にとって極めて大きな経済効果

が期待できよう。

３�２　供給面の課題①：人口の将来見通し

前項で述べたように、需要面については関西経

済の押し上げを期待できる案件が多い。一方で供

給面については課題が多い。本項では、供給面の

課題のひとつとして関西における人口見通しにつ

いて見ていく。

２０１５年国勢調査によると、関西２府４県の人口

は２,０７３万人であった。前回２０１０年調査時点では 

２,０９０万人であり、１９２０年の調査開始以来、初の人

口減となった。先行きについては、国立社会保障・

人口問題研究所が国および各都道府県・各市町村

の２０４５年度までの推計値を公表している。これに

よると２０２５年度に関西の人口は２千万人を割り込

み、２０４５年度には１,６９５万人にまで減少すると見込

まれている。２０１５年度時点の人口を１００とすると、

２０４５年度の人口は８１.８となり、現時点から２割弱

の人口が減少することになる。

なお日本全国の人口は２０４５年度時点で１億６４２

万人と見込まれている。関西と同様に２０１５年時点

を１００とする指数で表すと８３.７となる。関西の指数

と比較すると、全国での人口減少ペースの方が幾

分緩やかとなっている。

図２は、前述の国立社会保障・人口問題研究所

による、２０４５年における日本全体、関東、中部、

関西、および関西各府県の人口予測（２０１５年時点

の各地域の人口を１００として指数化）を示したも

のである。関西以外の都市部では、関東９０.９、中

部８４.３であり、それぞれ人口は減少するものの、

日本全体の減少ペース（８３.７）に比べると緩やか

となっている。なお東京都では２０４５年度時点でも

１００.７で、現在の人口を維持すると見込まれてい

る。人口減少は日本全国で共通したトレンドであ

るが、関西以外の都市部では減少ペースが緩やか

となっているのに対して、関西では減少ペースが

著しい。府県別では、人口減少ペースより緩やか

にとどまっているのは関西では滋賀県のみである。

なお同研究所による５年前の推計結果と比較す

ると、３０～４０歳代の出生率実績が足下で上昇して

いることから、人口減少ペースは改善している。

関西でも、人口減少ペースは前回予測から緩やか

になっている。ただし緩和度合いは全国に比べる

と小幅である�。奈良県では、全国や関西全体の

傾向とは逆に、人口減少ペースが加速する結果と

なっている。
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表１　関西経済の未来年表

予定（太字は関西に関係する事柄）年度

Ｇ２０サミット首脳会議大阪開催

ラグビーＷ杯開催

消費税率１０％に引き上げ

２０１９

東京オリンピック・パラリンピック開催

外国人観光客数目標全国４,０００万人、関西１,８００万

人

２０２０

関西ワールドマスターズゲームズ開催２０２１

うめきた２期街びらき２０２２

北陸新幹線、金沢�敦賀間開業

新名神高速道路全線開通
２０２３

団塊の世代が７５歳以上に

関西の人口が２千万人を割る

大阪万博開催予定

２０２５

リニア中央新幹線、東京�名古屋間で先行開業２０２７

訪日外国人客数目標６,０００万人２０３０

なにわ筋線（北梅田（仮称）－新今宮）開業２０３１

リニア中央新幹線、名古屋�新大阪間開業２０３７

北陸新幹線、敦賀�新大阪間開業２０４６

（注）これらはいずれも予定であり、年度や内容が変更にな

る可能性がある。

（出所）報道資料等をもとに筆者作成



３�３　供給面の課題②：女性・高齢者の有業率

政府の成長戦略では、女性と高齢者の有業率の

引き上げも謳われている。そこで関西における女

性および高齢者の有業率について見てみよう。

図３は『平成２９年就業構造基本調査』における

都道府県別の女性有業率である。全国の５０.７％に

対して、関西は４８.６％にとどまっている。前回調

査結果（平成２４年、４５.５％）と比べると改善して

いるが、全国水準よりも依然低い。府県別では、

全国平均を上回っているのは滋賀県のみ（５２.１％）

である。以下、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山

県と続き、奈良県は全国 下位である。仮に、滋

賀県を除く２府３県の女性有業率が全国平均並み

に上昇すれば、２０７,７３２人の雇用増が見込まれる。

また図４には、同調査における都道府県別の高

齢者有業率を示している。なお、ここでの高齢者

とは６５歳以上を指す。関西全体の高齢者有業率は

２２.２％であり、全国の同２４.４％に比べると、女性

有業率と同様に低水準である。また前回調査（１９.８％）

から改善しているが、改善幅は＋２.４％にとどま

り、全国（前回調査２１.３％、改善幅は＋３.１％）よ

り小さい。府県別に見ると関西で高齢者有業率が

も高いのは京都府の２５.９％で、和歌山県の２４.８％

がこれに次ぐ。全国の水準（２４.４％）を超えてい

るのはこの１府１県のみである。滋賀県は２４.２％

で全国を若干下回る水準であるが、奈良県、兵庫

県、大阪府は都道府県でそれぞれ下位３位、４位、

５位となっている。仮に、滋賀県、奈良県、兵庫

県、大阪府の女性有業率が全国平均並みに上昇す

れば、１４１,０２３人の雇用増を見込むことができる。

４．標準予測と成長実現シミュレーション

次に、関西経済における中長期予測および成長

実現ケースでの試算結果を示す。なお予測期間は

政府の中長期試算との比較のため、２０３０年度まで

とする。

４�１　分析の概要

今回の試算では、経済成長理論モデルの一つで

あるソローモデルをベースとする。すなわち労働、

資本、それら以外の要因（全要素生産性：TFP）

によって域内総生産が決まる生産関数を推定する。

具体的には以下の生産関数の関数形により、関

西経済の生産関数を特定化する。ただし労働と民

間資本に関する一次同次   を仮定す

る。

　 

なお   は実質域内総生産、  は前期末の実質

民間資本ストック、  は労働投入量、  はタイム

トレンドを表す。なお実際の推定は、次式により

行う。

　 

ここで LE は就業者数、HOUR は労働時間、 
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（注）２０１５年時点の各府県人口を１００として指数化。関東には
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神
奈川県、山梨県が含まれる。中部には長野県、岐阜県、
静岡県、愛知県、三重県が含まれる。

（出所）国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推
計人口（平成３０（２０１８）年推計）』より筆者作成

図２　２０４５年の関西各府県の人口予測
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（出所）総務省統計局『平成２９年就業構造基本調査』より筆者
作成

図３　都道府県別女性有業率（％）

（出所）総務省統計局『平成２９年就業構造基本調査』より筆者
作成

図４　都道府県別高齢者有業率（％）



は稼働率である。また  、  は推定されるパラ

メータである。推定期間は１９８１年度から２０１４年度

までであり、推定方法は OLS（ 小二乗法）によ

る。

なお実質域内総生産、実質民間資本ストック、

就業者数は「県民経済計算」（内閣府）、労働時間

は「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）、稼働率は

「鉱工業指数」（経済産業省）よりそれぞれデータ

を入手した。

推定結果は表２のようになった。なお係数下の

カッコ内の数値はｔ値、Adj.R２ は自由度調整済

決定係数、D.W. はダービン・ワトソン比を示す。

推定された生産関数をもとに、２０３０年までの経

済成長パスを示す。予測シナリオとしては、標準

予測となる「ベースラインケース」と、シミュレー

ションとして「成長実現ケース」を考える。「ベー

スラインケース」は、大きな政策変化や環境変化

が伴わず、足下の景気の状況のまま将来にわたっ

て推移する姿を試算する。一方「成長実現ケース」

では、有業率の上昇や生産性の向上の実現を想定

する。ただし成長実現の時期については、２０２０年

度までに達成する「早期成長実現ケース」と、２０３０

年度までかかる「成長実現遅延ケース」の２通り

を考える。主要外生変数の想定については、各

ケースについて以下で述べる。

４�２　ベースラインケース

まず足下の経済状況が続くとするベースライン

ケースについて、シミュレーション期間における

外生変数の想定と予測結果を示す。

１５歳以上人口は、ベースラインケース、後述の

成長実現ケースともに、前述した国立社会保障・

人口問題研究所の地域別将来推計人口に従う。予

測 終年度となる２０３０年度時点の関西の１５歳以上

人口は１,７１３万人である。２０１５年度の１,８１１万人か

ら５.４％減で、全国の４.７％減に比べて減少幅が大

きい。

ベースラインケースと成長実現ケースで想定が

異なるのは、就業者数対１５歳以上人口の比率であ

る有業率、技術進歩率、物価上昇率である。ベー

スラインケースでは、これらの変数が足下の状況

のまま変わらないとする。すなわち有業率は２０１４

年度の値である５１.２％、技術進歩率は前述の推定

結果の０.９６％のまま２０３０年度まで推移すると想定

する。物価上昇率は、内閣府中長期試算のベース

ラインケースの GDP デフレータ上昇率に従う。

以上の想定をもとにベースラインケースにおけ

る２０３０年度までの関西経済の予測結果を示す。図

５に名目 GRP と関西シェアを示している。ここ

での関西シェアは、内閣府中長期試算におけるベー

スラインケースの名目 GDP と関西の名目 GRP 

との比率である。

関西の名目 GRP の予測結果２０２０年度の名目 GRP 

は９０.７兆円近傍にとどまり、１００兆円を超えるのは

２０２７年度までかかる。２０３０年度には１０３.９兆円とな

るが、全国の GDP に対する関西のシェアは１４.８％

にまで低下する。
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表２　生産関数の推定結果

－３.７５６

（－７５.２）
定数項

０.３２９

（１１.８）
 

０.００９４９

（９.０７）
Ｔ

０.９８９Adj.R２

１.１１６D.W.

図５　ベースラインケースにおける関西経済の
成長経路の見通し



４�３　成長実現ケース

次に「成長実現ケース」の想定と結果について

述べる。成長実現ケースでは、有業率と技術進歩

率についてシミュレーションを行う。

まず、有業率の設定について説明する。「成長

実現ケース」のシミュレーションでは、女性有業

率および高齢者有業率について全国平均を下回っ

ている関西の府県が、全国並みまで改善すると想

定する。これにより例えば２０１４年度では２８万７,２９７

人の就業者が増加することになる�。外生変数で

ある有業率に加えると、５２.８％となり（ベースラ

インの想定は５１.２％）、これを成長実現ケースにお

ける有業率の目標とする。

技術進歩率については、政府の成長戦略で示さ

れている KPI を目標とする。すなわちサービス

業・製造業について２％、建設業について２０２５年

度までに２割上昇させる。これを関西の技術進歩

率に適用すると、１.０３％となる（ベースラインの

想定は０.９６％）。これを成長実現ケースにおける技

術進歩率の目標とする。

また、この有業率と技術進歩率の目標達成の時

期について、早期（２０２０年度）に目標を到達する

「成長実現早期ケース」と、目標到達が２０３０年度

までかかる「成長実現遅延ケース」の２パターン

を考える。ただし物価上昇率および後述する関西

シェアの計算のベースとなる日本経済の見通しは、

どちらも内閣府中長期試算の成長実現ケースに従

うとし、目標到達の時期については考慮しないと

する。

以上の想定をもとに、早期成長実現ケースと成

長実現遅延ケースにおける２０３０年度までの関西経

済の予測結果を示す。

早期成長実現ケースでは、２０２１年度には名目 

GRP １００兆円を超え、関西シェアは２０２０年度に１６.３ 

％と改善する。ただしこのケースでは有業率と技

術進歩率は２０２０年度に目標に到達した後、そのま

まの水準で推移するとしているため、２０３０年度に

は１２８.８兆円に達するが、関西シェアは１５.３％に下

落する。つまり、早期に目標に到達できたとして

も、これを維持するだけでは１０年足らずで関西

シェアは元に戻ることになる。

成長実現遅延ケースでは、名目 GRP が１００兆円

を超えるのは２０２４年度でベースラインケースより

早いが、全国の成長実現ペースに遅れるため、関

西シェアは低下が続く。２０３０年度時点で名目 GRP 

は１２２.３兆円に達するが、シェアは１４.８％にまで低

下する。つまり、有業率や技術進歩率が改善する

としても、全国の成長ペースに遅れると、関西シェ

アは低下し、ベースラインケースよりも下回って

しまう。

５．む　す　び

以上、本稿では関西経済の中期展望を示した。

足下の経済状況が続くベースラインケースでは関

西シェアの下落は免れない。また成長を実現する

にしても、到達時期が遅れれば、名目 GRP は増

加するが、関西シェアは下落する。さらに、成長

―　　―８
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図６　シミュレーション結果：関西名目 GRP

図７　シミュレーション結果：関西シェア（％）



を実現しても、その後に継続的な改善が続かなけ

れば、これもまた関西シェアが下落してしまう。

関西経済が安定的かつ持続的な成長を実現し、復

権するためには、労働力の確保や生産性の改善を

不断に進めていかなければならない。

後に、今後の課題を述べておく。有業率や生

産性が改善すれば、ベースラインケースに比べて

経済成長することが確認できることが示されたが、

どのようにして改善するか、財源や施策について

の検討が必要である。また供給力が拡大しても、

それに見合った需要が付いてくるかどうかは不明

である。需要側・供給側の両面から検討すること

が必要であろう。

（注）

＊　本稿は、稲田・入江（２０１８）をもとに加筆・修正した

ものである。

�　関西経済連合会（２０１６）。

�　アジア太平洋研究所「Kansai Economic Insight 

Quarterly」No.３９（２０１８年８月２８日発表）の関西経済

短期予測によると、２０２０年度の関西の名目 GRP は約

９０兆円にとどまる見通しである。

�　岡野・矢野（２０１４）など。

�　比較可能な２０４０年度時点での推計結果（２０１５年度時点

の人口を１００として指標化）は、全国では２.５ポイント

改善（前回８４.７、今回８７.３）に対して関西は１.２ポイン

トの改善である（前回８４.４、今回８５.６）。

�　大阪府、兵庫県、奈良県では女性も高齢者も有業率を

上昇させることになり、効果が重複するため、女性高

齢者の有業率についても同様に増加分を推計して、重

複分を除いている。
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